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フランス第三共和政初期の教員養成改革に関する考察（5）  
－1879年師範学校設置法の成立過程：その5一  
尾上 雅信   
本稿では，1879年師範学校設置法の成立過程について，ヒ院における審議の後半部分を  
とりあげ，概要をまとめるとともに，とくに改革立案・推進主体の言説の特徴を考察した。  
具体的には，①法案反対論の演説，②法案を支持する公教育大臣の演説，⑨逐条審議におけ  
る修正案の内容と提案理由の内容，の3点について概要を示し，それぞれの特徴を検討した。  
②のジュール・フェリーの演説からは，師範学校の教育の特質を「教授法の教育」「附属学  
校」での実習を中核とする「教育学的教育」の充実に置いたもので，改革立案・推進主体の  
構想を具体的に示すものであったことが，あきらかとなった。これらの論議の後，本法案は  
上院においては修正されることなく可決され，これをもって1879年師範学校設置法は法制  
的に成立したのであった。  
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上院での審議は，緊急宣言（1’urgence）により，短  
期集中的に行なわれることとなっていたのである。   
本稿では，上院における審議の後半部分をとりあ  
げ，これまでと同じく『フランス共和国官報  
（Jo祝mαヱq節C宜eエde′α月勿≠わ軸≠eダrαれダα由e）』掲  
載の議会議事録を資料として検討する。具体的には，  
（1）上院審議の後半－これが議会における最後の  
審議となる－の概要をまとめ，議論の中心となっ  
た課題をあきらかにすること，さらに，（2）その  
過程において，教員養成改革の意図とくに改革主体  
によって教員に求められた資質（qualit占）の内実  
一すなわち，改革主体がその改革をとおして新た  
に養成される教員に期待した資質の内実－の解明  
という観点から，注目される言説を中心に紹介と検  
討を行なうこととしたい。  
Il．本論－1879年師範学校設置法成立過程：その5  
すでにみたように，上院における法案審議は，  
1879年7月29日から開始され，同日はシュスヌロ  
ン（Chesnelong）の反対論の開陳のみに終わり，  
翌30日には法案検討委員長フルイラ（Ferrouillat）  
l．はじめに  
前稿（1）においては，1879年師範学校設置法の成  
立過程について，上院における審議の前半部分をと  
りあげ，その概要をまとめるとともに，そこにおけ  
る改革立案■推進主体の言説の特徴について考察し  
た。具体的には，①上院に捉案された法案の全容を  
紹介し，②上院における法案検討委員会の報告の概  
要と特徴を考察し，これらをふまえて，⑨法案審議  
における反対論の概要と特質，④それに対する法案  
検討委員長の答弁をとりあげ，概要と特徴を検討し  
た。その結果，②および④にみられる言説から，法  
案の制定・実施によって新たに設置される師範学校  
の教育について，既存の師範講座（修道会系の私設  
の寄宿制学校一致員免状取得のための教育も実施）  
との比較において，「教授法の授業」「附属学校」で  
の実習を中核とする「職業的（専門的）教育」の充  
実を根拠とした優越性を強調していたことをあきら  
かにした。また，⑨の反対論からは，法案さらにそ  
の立案主体の意図が，修道会に代表される宗教的勢  
力による教育の廃止をめざすものとして認識され，  
かつ批判・反対されていたことをあきらかにした。  
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の答弁がなされたのであり，前稿ではここまでをと  
りあげた。30日の審議は，フルイラ委員長の答弁  
のみに終わり，審議は翌日31日に継続されたので  
あった。本稿では，この31日の審議，すなわち本  
法案の議会における最後の審議をとを）あげる。具体  
的には，法案検討委員長の答弁に対するシュスヌロ  
ンの再反対の演説，それに対するジュー ル・フェリ  
ー（Ferry，）．；1832－1893）の答弁ともいえる演説，  
そして最後の演説であるシュスヌロンの反対論を順  
次とりあげ，それぞれの概要をまとめるとともに，  
上述した観点からの考察を行なうこととする。最後  
に，この全体審議の後に行なわれた逐条審議におけ  
る修正案の提案とそれぞれの提案理由，および法案  
の可決・成立にいたるまでの概略をまとめることと  
したい。  
1．シュスヌロンの反対論（再登壇）  
この目の全体討論（全般的審議）は，前々日にも  
法案反対論を演説した，検討委員の一人でもあった  
シュスヌロン（Chesnelong）がふたたび登壇し，  
またも反対論を開陳するところから始まった。シュ  
スヌロンの今回の反対論は感情を抑えたものであ  
ー），その内容はおおよそ，つぎのように区分できる。  
第・一に，法案が成立した場合の師範学校設置に関わ  
る県の財政的負担増について論じる部分，第二に，  
教員志願者の数量的実際にもとづいて師範学校の不  
要を唱える部分，第三に，前日のフルイラ委員長の  
発言をとらえて，法案あるいはそれを準備する改革  
立案主体の意図一後述のように，修道会による教  
育の廃止ととらえていた∵－を批判・非難する部分，  
それとの関連において第四に，師範講座を弁解・擁  
護する部分，最後にふたたび法案の真のねらいをあ  
げて反対する締めくくりの部分，である。以下，そ  
れぞれの概要をまとめながら，特徴のある言説をと  
りあげ，検討してみたい〔2）。   
シュスヌロンの反対論は，まず，法案が定める規  
定で師範学校を設置する場合の，県の財政的負担増  
について論じるところから始まる。それによれば，  
新たに女子の初等師範学校を設置する場合，法案に  
従い，仮に3分の2の国家補助が得られたとしても，  
それでも3分の1は県の負担となる。その額は平均  
して15，000フランにのほるという。さらに加えて，  
既存の男子師範学校の経費もかかるわけで，これら  
によって「県の財政上，真に深刻な状況」をまねく  
こととなる，という。これを回避するためには，新  
税を設けるか，あるいは放置してしまうことが迫ら  
れることとなり，したがって，法案の実現は早急に  
決めるべきではないというのである。  
反対論の第二は，これもすでに論じられたこ とで  
はあるが，教員志願者数の現実・実態からの反対＝  
師範学校不要論である。シュスヌロンは，現時点で  
は職に就けない教員志願者が多いことを繰り返して  
主張する。このたびは，前の公教育大臣パルドゥ   
（Bardoux，A．；1829－1897）の示す資料を根拠にして，   
2，150名の志願者に職がないことをあげ，それゆえ  
に現時点では師範学校を新設する必要はないとする  
のである。ただし，この数字の根拠さらに立論につ  
いてはシュスヌロンも強弁はせず，現在においても  
学校そして補助教員（adjointes）の不足は認め，そ  
れゆえ将来においては師範学校も必要となるだろう  
と，いささか歯切れの悪い反対論・不要論を開陳す  
るのである。  
反対論の第三点，そして今回の反対論においても  
もっとも雄弁に語っているところは，法案さらに改  
革を立案する側の意図ないしねらいについて論じる  
部分である。シュスヌロンの主張は，およそつぎの  
ようになる。すなわち，今日においても実際には   
「私立」であっても，「合法的に認められた   
（autoris6es）」「公立（publiques）」とされる学校が  
数多く存在している現実は無視できない。それにも  
かかわらず，フルイラ委員長はこれらの学校を廃止  
しようとしている。しかもこうした廃止は市町村   
（コミューン）議会の要望によるものだと強弁して  
いる，と。彼は，このようなことに反対するのだと  
して，「そこにこそ，本法案の真の動機，真の必要  
性があるのだ」，「この法案は，修道会学校に対して  
仕掛けられた戦うための機械なのだ」とするのであ  
る＝＝。さらに彼はつづけて，つぎのように述べて  
いる。まずは，家庭を説得しなければ，家庭は反発  
するにちがいない。「公立の資格のある修道会学校」  
を新たな公立学校にとって代えようとしたところで  
は，前の学校がかつての生徒たちをすべて囲い込ん  
だままであって，それに取って代わったはずの公立  
学校はからっぼなままなのだ，と。そうした具体的  
な事例をあげ，つぎのように主張するのである。私  
立学校を選択しようとする家長，「自らの子どもを  
自らの信仰の原理において育てたいと望む家長」に  
対して公立学校経費の負担を強制的に押しつけるこ  
とは，一方で，同時に私立学校すなわち「修道会学  
校」をまったく私的な献身でもって維持させておく  
のであれば，それは，たいへん不都合なことだと思  
うのである，と。そして，このような事態は「家族  
の感情に逆らっている」のであl），「キリスト教の  
家庭の権利」を尊重していないのであるとして，反  
対するのである。この第三点は，すでに前回の反対  
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る。最後に六番目として，師範学校と師範講座それ  
ぞれの入学志願者数の違いについて，これは奨学金  
給付の数の違いによるものとして，師範講座への好  
意の少なさを指摘するのである。このような反論を  
根拠にして，師範講座は師範学校に劣らず優れた点  
があり，それは決して廃止されるべき教育施設では  
ないと，主張したのであった。   
反論の最後には，上記の擁護論からの発展として  
続けられる。すなわち，師範講座と師範学校の「唯  
一の相違点」それは，「師範学校では校長と教員の  
すべてが公教育大臣によって任命されていること」  
であるとし，法案の立案および支持者たちがこのこ  
とにたいへん執着する根拠は，師範学校の管理から  
修道会を排除しようとすることにあると断じるので  
ある。このような「排除」が行なわれたら，「宗教  
的な家庭を嫌悪するように公教育を仕向ける反修道  
会的な酔狂」になるだろう，それには師範講座は容  
易には適応できない，このことが法案に反対する理  
由（動機）のひとつなのである，と反対演説を締め  
くくるのであった（d－。   
以上のように，シュスヌロンはおもに五つの観点  
から法案について反対を主張した。しかし，その主  
張はすでに下院における審議過程でもみられたもの  
が多く，また，師範講座の擁護論したがって師  
範学校劣等もしくは不要論は，わずかな事例を  
反証とするだけで根拠にとぼしく，かつ，その教育  
上での優劣を論じるものではなかった。特徴的な点  
としては，前回の演説同様，法案支持派すなわち教  
育改革立案・推進主体の意図あるいはめざすところ  
として，修道会学校の廃止の企図をあげ，教育また  
信仰の自由の観点からそれに対してつよく反対して  
いたことがあげられるのみと言っても過言ではない  
ものであった。   
こうした，やや精彩に欠けた，あるいは実質的内  
容にとほしいシュスヌロンの反対論につづいて登壇  
したのが，ときの公教育大臣ジュール・フェリーで  
あった。  
2．ジュール・フェリー文相の演説一法案賛成  
論と師範学校優越論の展開  
ジュール・フェリーの演説t5－ は，シュスヌロン  
の反対論に対する反論から始まった。それはおよそ，  
三つの部分に区分することができる。ひとつは，シ  
ュスヌロンの反対論に対する直接的な反論で，師範  
学校設置にともなう各県の財政的負担増の問題なら  
びに，修道会学校もしくは修道会による教育の廃止  
にかかわる教育の自由の問題に対する答弁を行なう  
演説においても述べられた点であり，本法案師  
範学校とくに女子師範学校の設置を各県に義務づけ  
ようとする－そのものに直接関わる反対ではなく，  
それを準備さらにそれをひとつの橋頭壁として改革  
を推し進めようとする側に対する，その改革全体の  
ねらいを指摘しつつ反対するものといえる。この点  
において，この議場における反対論としては，いさ  
さか論点がずれたものであったことは否めないであ  
ろう。   
第四一庄は，上記の観点からの反対との関連におい  
て，さきに法案検討委員長のフルイラが主張した，  
師範講座との比較における師範学校優越論への反  
論，すなわち師範講座弁護・擁護論の展開である。  
この擁護論は，師範講座を「異端」扱いにして，劣  
等祝していることへの反論が基調となっており，内  
容は以下のようにおよそ六点にまとめることができ  
るものである。順次，あげておく。   
第一は，師範講座の教員は国によって選出された  
ものではないという批判に応えるものである。師範  
講座は県会によって「指定」を受け，県会によって  
「許可」されている点を強調し，（公教育）大臣の絶  
対的な管理の下に置こうとすることは，「自由に対  
する進歩」とは言えないと反論するのである。第二  
は，師範講座には，「真剣な査察（examens）」が存  
在しないという批判に対して，である。これは具体  
的には，視学官による立ち入りの査察がないという  
批判に対するもので，この批判には，シュスヌロン  
は自分の県の事例をあげ，そこでは県会議員で構成  
される「査察委員会」があって活動していることを  
反例としてあげるのである。三番目には，師範講座  
には「附属学校がない」という点への反論である。  
これは，多くの師範講座には附属学校が設置されて  
いると主張し，さらに今はなくとも，そのような施  
設は容易に普及するのであり，そのための「良き行  
政的指導」を行なうこともできるのだとしている。  
四番目には，師範講座は経理が管理されていないと  
いう批判への反論であるが，これについては，その  
ような批判は根拠のないものとしているだけであ  
る。第五に師範講座の教育に対する批判への反論で，  
本来，これが重要な位置をしめるべき反論である。  
フルイラらの批判によれば，師範学校は3年間の就  
学であるのに対し，師範講座は2年間に過ぎないと  
されるが，実際には3年間の講座もあるのだと，こ  
れも自分の県の事例をあげて反論している。3年日  
の学習は奨学生のためにあり，奨学金は県からの出  
費が止まれば国家補助を受けているという事例を紹  
介し，このうえさらに多大な負担を負ってまで，新  
たに師範学校を設置する必要はないとするのであ  
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状怖が演説に登場し，かつ，フェリーが「われわ  
れが求めるのは，免状の前の平等である」と発言し  
たことから，シュスヌロンが発言を求め，議場で論  
争となってしまう眉。その結果，当面の議論とし  
ては，修道会の学校とその免状などについては，修  
道会教員免状について討論するときにとりあげるこ  
とで両者が一致したのであった用′。フェリーはこ  
の議論を振り切るように，つぎのように発言して，  
この間題を切り上げている。すなわち，「男子の世  
俗的教育の成功をもたらしたのと同じ基盤のうえ  
に，女子の教育を構築しようとすること」が，本法  
案の目的であり，これをなぜ拒絶するのか，このこ  
とが，「諸君の自由」に如何なる打撃を与えるとい  
うのか，法案は，自由の原理を侵害するものではな  
いのだ，と言うのである。ここで，演説は一転して，  
シュスヌロンが擁護した師範講座の組織と教育への  
批判と続くのである。  
（2）師範講座批判その教育，とくに「教育学  
的教育」の欠如について  
フェリーの師範講座批判もまた，さきに法案検討  
委員会報告を行なったロンジャ，また検討委員会委  
員長フルイラの演説（答弁）と同様，師範講座の教  
育を批判するものであった。それは，さきの両者よ  
りもいっそう「教育学的教育」の観点からなされた  
批判であり，またその「教育学的教育」の内実の一  
端も具体的にあきらかにしている点で，重要な言説  
である。このことはまた，教員養成改革＝師範学校  
の教育改革によって新たに養成される教員に期待さ  
れた資質の内実をさぐるという本稿の問題関心から  
も重要と思われる発言といえる。その意味での史料  
的価値も考慮して，少々長くなるが，以下に引用し  
てみよう。  
「師範講座，これらのうち，良く組織され，良い  
成果をあげているのは，ごく少数であり，大部分の  
ものは－わたしなりに譲歩しているのだが一政府  
にも，また中央の教育行政にも，何ら（教育の成果  
の一引用者）の保障も示してはいないのだ。そこ  
では，学校という観点がほかの利害に従属されてい  
る。それゆえ，これらの講座を管理する人々の思惑  
のなかには，世俗的な良き女子教員の養成  
（recrutement＝任用（広義の「養成」と解釈した  
－引用者））のことや，国家の公教育などについて  
の考えは，存在していないのである。   
そしてまた，教育に関する教育（1adiscipline  
p6dagogique），つまり，もっとも繊細でもっとも難  
部分，第二に，それとの関連で，師範講座の教育を  
批判するそれは同時に師範学校を擁護すること  
となる部分，最後に，地方における修道女たち  
による教育の実態の一端を紹介し，コメントする部  
分，である。以下，順次，概要をまとめながら，と  
くに教員養成の改革によって新たに教員に期待され  
た資質の内実を探るという観点から重要と判断され  
る言説についてとりあげ，検討することとしたい。  
（1）シュスヌロンの反対論への反論一財政問題  
と教育の自由をめぐって－  
フェリー文相は，「シュスヌロン氏に追随して細  
かな議論に入り込むこと」は避け，「本法案の真の  
性格，その範囲」，そして「この法案の根底にある  
良き学校組織の根拠とは何であるか」について述べ  
ることにしたい，と演説を始める。重要なことは，  
金の問題ではないとして，「県の予算の問題よりも  
より大切なもの」，それは「学校およびその良き組  
織についての問題である」と言う。それはすなわち，  
「この国における，女子教育の合理的な組織と構成  
についての問題」であり，そこに本法案の目的があ  
り，端的に言えば，「それは女子の師範学校を創設  
すること」なのであると主張する。そして，従来か  
ら男子の師範学校は，皆が尊敬するような男子教員  
の教育集団を形成してきたが，これについては疑う  
余地もないだろうとし，ならば，「女子のために，  
女子教員の良き教員集団を形成するために，どうし  
て男子と同様のことをしようとしないのか？」と問  
いかけ，ここに，「真の問題」があり，それはすな  
わち「学校の問題であり，教育の問題なのだ」と言  
う。これはすなわち，シュスヌロンの主張する県の  
財政上の負担増の問題より，教育の問題のほうが重  
要であり，そのまえには，財政の問題は′トさな問題  
にすぎないという，やや倣慢とも言える論調である。  
事実，フェリー文相は，財政問題については，われ  
われを対立させているのは，この間題ではないとし  
て，既存の男女の師範学校の数をあげ，これらに国  
家が補助金を支出している現状を説明して国家補助  
が法案の基本にあることを述べ，「議論の真の関心  
（int6rさt＝問題点）」は，そこにはない」と，・蹴  
しているのである。では，フェリーの言う問題，  
「法案の真の問題」とは，どこにあるのか。フェリ  
ーはここで，シュスヌロンの発言をとりあげる。そ  
れはすなわち，この法案が，修道会の教育に深い侵  
害を与えることであり，その手始めが，修道会教員  
免状の廃止である，とした発言である。聖職者lこほ  
ほ無条件で初等教員の資格を授与する修道会教員免  
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しい技術を学ぶのと同じく，教えるということを学  
ぶ（apprendreaenseigner）ために必要な方法のす  
べてについても，同じように批判することができ  
る。   
なぜなら，諸君，ものを知る（savoir＝知識を獲  
得する）ということは，たいへんなことであるが，  
知っていることを教えるということは，さらにいっ  
そう難しいことである（左翼から：賛同の声）。た  
いへん優秀なバカロレア（中等教育修了＝高等教育  
機関入学資格引用者）合格者であっても，たい  
へんお粗末な学校教師となることもあり得るという  
ことを聞くのも，今に始まったことではない。まっ  
たく職業的（professionnelle＝専門的）な教育の必  
要性は，学校の教師という繊細な職については，よ  
りいっそう明白なのである。   
その職業こそ，職業的な教育が，注意深く，順序  
だてられた，方法的な，一定の経験によって行なわ  
れなければならないのだ。すなわち，『附属学校」】，  
応用（実習）学校が，学校教師の教育学的教育の本  
質的な条件なのである（同じく左翼から：賛同の  
声）。統計が示しているが，附属学校は，ごく少数  
の師範講座にしかないけれども，女子の師範学校に  
は必ず，基本的に附設されているのであり，それこ  
そが，師範講座に対する真の優越性となっているの  
である（左翼から：そのとおり 旦）。」＝＝  
ここでは，教員養成における「教育学的教育」の  
重要性が述べられているだけでなく，その具体的な  
目標と内容・方法（手段）についても言及されてい  
る。すなわち，教育学的教育の目標あるいは内容と  
しては，「知っていることを教える」技術の獲得と  
いうことがあげられており，そのための訓練の場と  
して「附属学校」があげられているのである。そし  
て，このような教育学的教育＝「教える」という技  
術の獲得ないし向上のための訓練の場としての附属  
学校（およびそこでの実習）の有無が，師範講座と  
師範学校の優劣を決める根拠とされているのであ  
る。フェリーがこのように，教育学的教育の具体的  
内実として「教える」という技術をあげていること  
は，換言すれば，師範学校で養成される新たな教員  
に期待した資質の具体的な内実として，教える技術  
を想定していたことを語るものであり，これは，す  
でにみてきたように，下院におけるさまざまな議  
論・言説からも確認されたところであった。これら  
の言説も考慮して，この時点における法案すなわち  
教員養成改革の立案・推進主体が念頭においた教員  
の望ましい資質の内実として，この「技術」をあげ  
ることができるであろう。   
フェリー文相の演説は，さらにつづく。ひきつづ  
いて，師範講座の欠陥について，具体的に指摘する  
のである。それは，およそつぎのようであった。  
①アリエ県の事例から：この県でも女子教員が不  
足し，志願者を求めている。師範講座が存在し，  
1877年から1878年の二年間で40名の国費の奨学生  
が在籍していたにもかかわらず，公立学校の女子教  
員の職に就いたものはひとりもいなかったこと。こ  
れは，まさに国費の無駄遣いであると断じている。  
②アヴランシュ（Avranches）の事例から：視学官  
の報告によれば，この地の師範講座は，「教育学的  
教育（1’instruCtionp6dagogique）の観点からみた不  
十分さ」が目立ち，図書，そして学習の方法につい  
ても見劣りするものであった。また，卒業生のほと  
んどが修道会に入っていた。これについてフェリー  
は，国家の補助を利用して修道会の教育を補強して  
いるにすぎないとコメントしている。  
③アルビ（刃bi）の事例から：この地区を担当する  
大学区（アカデミー）区長（総長）の報告によれば，  
この地の師範講座は県の補助を受けながらも，奨学  
生の選抜，教員免状試験の受験者数，さらに「附属  
学校での実習」などについて，何ら報告をしていな  
いということであった。これについては，師範講座  
とその教育について，ユニヴュルシテ（中央教育行  
政機関）当局が管理できておらず，また満足もして  
いない現状を示すものであると，フェリーはコメン  
トしている。  
④その他の事例から ：或る師範講座は3年制とい  
われているが，これはまったくの作り話にすぎず，  
実際には第二学年と第三学年がほとんどまったく混  
在しているのが現状であるということ。また，或る  
師範講座（ウェスト（1，Ouest）県）は女子の修道院  
そのものであり，国の補助金も宿舎の増築に費消さ  
れていたこと，など。   
これらの具体的事例を根拠としてあげ，視学官の  
報告を引用しつつ，フェリーは「師範講座と師範学  
校の違い」について，つぎのように結論づけるので  
ある。  
「諸君には，いわば直感的に，師範講座と，われ  
われがそれらと取りかえようとしている師範学校と  
の間にある違いについて，理解してもらえたことと  
思う。師範講座に対しては，国家も県も実際，最初  
から手足を縛られたように，まったくもって何もで  
きないでいる。師範学校は逆に，その教育について  
も，教職員についても，その予算についても，よく  
管理された師範講座ということができる。そのよう  
にしているのは，まさに，真撃な管理監督，査察で  
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あり，一言で言えば，自らの責任を自覚し，物事の  
真実を守るとともに一定の規則を定める権利を要求  
する政府の関与なのである」と＝0）。  
この後も，フェリーの師範講座批判はつづく。或  
る師範講座は，国家補助も受けてすばらしい寄宿舎  
も整備しているが，それだけに，「貧しく，つつま  
しく，控えめな生活」に慣れさせるものではなく，  
女子教員を養成するものではないと言う。それは，  
女子教員にふさわしいものではないとまで，言うの  
であった。ここから，フェリーもまた，師範学校優  
越論を語ることとなるのである。注目されるのは，  
ここでフェリーが，「教育の観点から」優越論を語  
ろうとしている点である。それは，以下の四点にま  
とめられよう。  
①師範学校は，皆同一の目的をもった者だけが集  
まり，そこでは，「尊敬される，教育ある女子教員  
になる」ことをめざすこと以外の競争心は，入り込  
まないこと。  
居〉よく管理された師範学校は，現職の女子教員の  
集結点，ひとつのセンターとなること。それは，世  
俗的な女子教員にとって，孤立は弱点の原因となる  
から，とコメントされている。  
⑨師範講座では，上級免状の取得まで教育すると  
ころは少ないけれど，師範学校はそうではないこ  
と。  
④師範講座では，「教育学的な教育」がほとんどな  
いけれど，師範学校はそうではないこと。  
これらの優越性の根拠をあげてフェリーは，「師  
範講座はすぐれた個々の教員を育成するかもしれな  
いが，師範学校は優れた教員集団を形成するのであ  
る」と言う。そして，これまで男子師範学校によっ  
て，男子の教員集団は形成されてきたが，今や，女  
子師範学校によって，女子教員の教育集団を形成す  
るときだと強調したのであった。このことにつき，  
フェリーは第二帝政下の共和派の文相デュリュイ  
（Dumy，Ⅴ．；1811－1894）の企図を引き合いにだして，  
つぎのように述べるのであった。すなわち，「諸君，  
女子の教育は，すべての教育がそうであるように，  
それは国家の財産であり，国家の所轄領域なのであ  
る（左翼から：賛同の声）。だが，国家が女子の師  
範学校を組織した時初めて，真撃な成果，効果ある  
（国家の）査察が誕生することとなろう（左翼席か  
ら：多数の賛同の声）」‖1）。ここまで述べてフェリ  
ーは，シュスヌロンの質問に答えるかたちで，主題  
を変える。それは，オート・ロワール県（Haute－  
Loire）の私立学校ならびにそれらを管理・運営す  
る修道会士（修道女）たちの教育活動についての実  
態報告とコメントであり，これは修道会（士・女）  
による教育の脆弱性・劣悪さを強調することで，シ  
ュスヌロンの主張に対抗することをねらった発言と  
言える。それは，およそ以下のようであった。   
オート・ロワール県では．1877年に住民500人以  
上のコミューン（市町村）の学校が200校あったが，  
そのうち166校は「私立学校」であった。これらは，  
Bさatesと呼ばれる修道女たちが経営するもので，  
「実際には学校ではなく，託児所であり，作業所」  
であった。そこでは子どもたち1これは，女の子  
たちであろう：引用者一には，裁縫さえ教えられ  
ず，レース手編みが押し付けられるのみであったこ  
とを述べた後，フェリーは，「私はそれらを，子ど  
もたちにレース手編みを強いる代わりに，読み方を  
教える真に女子教員とともにある真の学校に代える  
ことを望むのである」とコメントするのである。   
これは極端な事例であろうが，フェリーはさらに  
1875年の視学官報告を引用し，女子の学校，とく  
に修道女が経営する学校について，それらは託児所  
にほかならないこと，ほとんど教育は施されていな  
いことを強調しつつ，長い演説を締めくくるのであ  
った‘1ご）。  
3．シュスヌロンの反対論一最後の反論：法案  
は宗教教育を排除するのか？  
フェリー文相につづいて登壇したのは，またもや  
シュスヌロンであり，ふたたび，そして最後の反対  
論を開陳することとなった（13）。このたびの反対論  
では，主として，本法案もその【一環となる教育改革  
によって誕生しつつある新しい学校，そして新たな  
教師たちは非キリスト教的であって，非キリスト教  
的教育をおしすすめようとしていると，やや感情的  
に非難することに終始することとなる。その内容は，  
第一一に，教育改革によって期待される学校は宗教を  
教えない学校であることの指摘と非難，第二に，そ  
うした教育改革を企図する立案・推進主体への非  
難，そして第三に，立案・推進主体の代表的存在と  
しての公教育大臣への非難，に分けられる。以下，  
それぞれの概要と特徴を示そう。   
第一に，シュスヌロンは，現今の教育改革が期  
待一想定している学校（小学校と師範学校を指して  
いると思われる¶引用者）は，宗教を教えない学  
校であると主張する。そして，キリスト教を信仰す  
る家族は，そのような学校には子どもたちを通わせ  
ることはなく，したがって，「私たちの学校は十分  
に満足し，諸君の学校はからっぼ」ということにな  
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るであろう，と言うのである。これは前回も開陳し  
た意見であるが，このたびは，こうした主張を裏づ  
ける根拠も示すことなく，いささか主観的かつ感情  
的な発言となっている。   
第二に，現今の教育改革を押し進めようとする者  
たちの主張・企図についての批判である。これは，  
ふたつにわけられる。第一点は，改革推進主体が，  
公教育から宗教団体一具体的には修道会のこと：  
引用者を追放しようとキャンペーンを始めてい  
ること，である。これは．本法案もその一環となる  
教育改革の現状批判といえる。第二点は，やはり改  
革主体が，公立学校から宗教教育を排除するための  
キャンペーンを準備しているということである。こ  
れは改革の現状から近未来の展望を，改革推進主体  
の企図を看破するかたちで批判しようとするもので  
ある。シュスヌロンはまずこの二点をあげ，さらに  
説明を追加する。世俗的教育を推し進めようとする  
ことは，どういうことか？ それは，「二重の排除」  
を隠蔽しているとする。すなわち，「公教育のあら  
ゆる部分からの，宗教的な修道会の排除，ならびに，  
公立学校の教育のあらゆる部分からの，宗教教育の  
排除」という二点である。ここから，シュスヌロン  
は，現在，フランスの魂（精神）が何に属している  
のか，何に依拠しているのか，それが昔と同じよう  
にキリスト教的であり続けるのかどうか，今こそ問  
われているのだと，自らの，あるいは法案反対側  
－したがって共和派的な教育改革の反対論者たち  
一の課題を提示するのである。これに関連して，  
シュスヌロンは自分自身の信念を，いささか感情的  
に述べている。すなわち，真実はカトリック教会の  
内にあるのだ，それなのに現状では，精神の統一は  
失われてしまっている，だからこそ今一度，宗教的  
信念にもとづいて相互の協力が必要なのだ，と。   
今回のシュスヌロンの反対演説は短い。最後は，  
公教育大臣への批判・非難で終わっている。それは，  
つぎのようであった。「大臣が為そうとしているこ  
と，それは教会に対抗する精神の団結（1，unit占）の  
形成である」と。その団結を，どうやって形成しよ  
うとしているのか。「法の仮面の下での強制」によ  
って，そして，「（本来）法が保障すべき諸権利を抑  
圧し，奪い取ろうとするような法」を制定すること  
によってであると述べることで，法案反対の意志を  
表明するのである。それでも，いくら抑圧されても，  
「キリスト教的良心」のうちに，自分たちの権利は  
ふたたび蘇るであろうと，演説を締めくくったので  
ある。   
シュスヌロンの最後の反対演説は，やや感情的な  
もので，内容的にも主要な点は前回の反対論で述べ  
られたことの繰り返しにすぎず，また説得力に乏し  
いものと言わざるを得ないであろう。繰り返し主張  
されたのは，本法案を含めて一連の教育改革を立  
案・推進しようとする側一すなわちこの時点で議  
会内でも主導権を捏i）つつあった共和派－の意図  
を，修道会による教育，修道会学校の廃止，さらに  
公立学校からの宗教教育の排除という点にもとめ，  
反対することであった。  
4．逐条審議一法案の可決・成立ヘ  
シュスヌロンの反対演説を最後に，上院における  
法案の全体審議（全般的審議）は終了し，即座に逐  
条審議に移行した。これはさきにも確認したように，  
本法案審議に「緊急宣言」がなされていたためであ  
る。   
逐条審議は，議長が各条文を読み上げ，条文ごと  
に，あるいは条文の段落ごとに審議一基本的には  
修正案の提案とその採決がなされる。ここでも，ま  
ずは第1条からはじめられた（14）。   
議長の朗読した第1条はもちろん，検討委員会提  
案の案そのままであった。これに対し，修正案が提  
出された。フルスノー（Fresneau）の提案した修正  
案は，以下のとおりである。  
「すべての県は，一校の男子教員のための師範学  
校および一校の女子教員のための師範学校を維持す  
るか，あるいは，それらの学校のどちらか一校を共  
同の経費で維持するために，隣接のひとつまたは複  
数の県と連携するか，もしくは，県会の作成したリ  
ストにもとづいて公教育県評議会によって選択され  
た初等学校において男子の生徒＝教師（見習い＝教  
育実習生）および女子の生徒＝教師を養成する義務  
を有する。」（15－  
この修正案は，原案に対し，後段に述べられてい  
るように，初等学校における教員見習い（生徒＝教  
師）制による教員養成方式を追加しようとしたもの  
である。これは，この時点でなおも効力を保持して  
いた1850年3月15日の教育に関する法，いわゆる  
「ファルー法」の規定による教員養成方式を残存さ  
せようというものであった。ファルー法の規定（第  
47条）によれば，実地見習生（stagiaires）の受け  
入れを公認された公立または私立の学校（小学校）  
において，道徳および宗教教育，読み方，書き方，  
フランス語の基礎，計算および法定度量衡を少なく  
とも三年間教えたことが証明されれば，実地見習証  
（certificatedestage）が交付され，それがそのまま  
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正規の教員免状に代替されたのである（16）。すなわ  
ち，共和派の企図する教員養成改革＝師範学校によ  
る男女の教員養成の一本化を骨抜きにする内容であ  
ったといえる。この修正案について，提案者のフル  
スノーは，その提案理由をつぎのように述べていた。  
すなわち，自分の修正案は「友人であるシュスヌロ  
ン」が要求した「政治的自由」をもとめるもので，  
それは具体的には「県の自由」を要求するものであ  
る。有権者ほど，市町村と県の財政状況をよく知っ  
ているものはないのであり，だからこそ，その人た  
ちには学校選択における自由が必要なのだ，自分が  
要求し，守ろうとするのは，「この，県の自由」な  
のである，と（17）。この修正案の提出ならびにフル  
スノーの提案理由の開陳に対しては，とくに賛成・  
反対の論議もなく，ただちに修正案の票決が行なわ  
れた。結果は，賛成121票，反対159票で，修正案  
は否決されたのであった。   
第1条については，つづいてパ1）ス（Paris）の  
修正案が提出された。これは条文全体にわたるもの  
ではなく，第二段落の修正である。以下のような内  
容であった。  
「これらの学校（男女の師範学校のこと：引用者）  
は，本法公布から4年間の内に設置されなければな  
らないであろう。しかし，師範講座の維持のために  
上級初等教育の学校と取り決めを交わしている県に  
あっては，上記の期間は，その取り決めの期限満了  
まで，延長されるであろう。」（18）  
これもまた，柔軟ではあるが現状維持をねらうも  
ので，師範講座の存続を図ろうとしていた。なお，  
ここで言われる「上級初等教育（enseignementpri－  
mairesup6rieur）」とは，ギゾ一法の規定にさかの  
ぼるもので，高等小学校ないし小学校付設の高等′ト  
学教育学級などで実施されていた〔川’。修正案は，  
ここに見習生を送り込んでいる師範講座の存続をみ  
とめようとするものであった。パリスは，その提案  
理由として，およそ以下のように述べていた。すな  
わち，ごく少数とはいえ，現在も上述した方式によ  
る教員養成を実施している県があること，こうした  
「例外的な県」に「より合理的で公平な仕方で」，本  
法案の適用をもとめたものである，と。この修正案  
に対しては，法案検討委員会報告の報告者ロンジャ  
が，反論を述べている。すなわち，指摘される「例  
外」は，パ・ドゥ・カレ県（1ePas－de－Calais）ただ  
ひとつであり，ここでは県知事や国の意向に反して  
県会が師範講座と契約を更新してしまったのであ  
る，と。つまり，修正案が適用されるような県は，  
まったくの例外的な県がただひとつであると強調し  
て，反対したのである。パリスの修正案も票決が行  
なわれ，その結果，賛成115，反対157で，否決さ  
れたのであった。修正案の提案はこれで終わり，第  
1条全体の票決が行なわれ，賛成161，反対108で  
採択された（20）。   
ひきつづき，第2条以下の逐条審議と票決が行な  
われた。審議は，議事録をみるかぎり，修正案の提  
案も論議もなく，ただ票決のみが行なわれたことに  
なっている。第2条から第7条まで，すべて検討委  
員会提案の原案のままで議長から改めて提案され，  
すべて，過半数の得票を得て採択されている。ただ  
最後に，第7条の後に，追加すべき条文が提案され  
た（21）。それは，上院の法案検討委員会委員のひと  
りでもあったド・ヴァンタヴオン（deVentavon）  
とレオン・クレマン（C16ment，L．）によるもので，  
以下のような内容であった。  
「特別課税が2万フラン以下の県にあっては，女  
子師範学校の設置経費を，学校経費と同様に，初等  
教育にかかわる特別税による負担とし，なお不足す  
る場合には，1850年3月15日の法第40条の第四段  
落に定める基金の負担とする。」（22）  
提案理由として，クレマンが，およそつぎのよう  
に述べている。この修正（追加）案は，特別税が2  
万フラン以下の県にあっては，師範学校にかかる経  
費の総額を「4サンチームの特別税の基金と国庫補  
助」に負わせようとするものである。その理由とし  
て，第一に，本法案（原案）のままでは，義務的経  
費にかかわる県の自由を侵害してしまうおそれがあ  
ること。第二に，貧しい県にとっては新たな増税と  
なってしまうこと，をあげるのであった。これに対  
しても，法案検討委員会のロンジャが登壇して応え  
ようとしたのであるが，なぜか引き下がり，即座に  
票決に移されている。おそらくは，すでにみたシュ  
スヌロンの反対論とそれに対する公教育大臣の反論  
の繰り返し・重複となることを考慮したためであろ  
う。票決の結果は，賛成117，反対160で，否決さ  
れたのである。   
各条文それぞれが採択された後，法案全体の票決  
が行なわれ，投票総数267票，賛成158票，反対  
109票で，上院は，師範学校設置法を可決した。こ  
れをもって，初等師範学校の設置に関する法は，法  
制的に成立したのである。これが，すでに確認した  
（2二i）「初等師範学校の設置に関する1879年8月9日の  
法律」として，ただちに公布されたのであった。  
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